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研究成果の概要（和文）：100名の参加者による共同自炊型電子図書館実証実験を行った。情報提供施設に裁断・スキ
ャン・OCR作業を委託し、3年間で1052冊をテキスト化した。参加者へのアンケート調査を毎年実施し、満足度や課題に
ついて分析を行った。
参加者のコミットメントとインセンティブに影響を与える要素を検証するため、見出しマークダウン対応の読書アプリ
の作成や、OCR認識精度向上のための誤り補正ソフトウェアの開発を行い、その有効性を検証した。
アメリカのBookshare、フランスの国立国会図書館、ジュネーブ国際電気通信連合において現地調査を実施し、電子書
籍のアクセシビリティを推進するための制度・政策に関して知見を得た。

研究成果の概要（英文）：The authors experimentally created an on-line electronic library, for with texts 
are scanned by 100 participants of the project. The disbinding, scanning, and OCR work were entrusted to 
an information service comprised of the project members, and a total of 1052 publications have been 
converted to text in three years. The participants were given a questionnaire every year to analyze 
satisfaction levels and identify the issues requiring further work.
In order to find the factors influencing the participants' commitment and incentives, the authors 
developed a reading application that recognizes markdown headings and an error correction software that 
improves the accuracy of OCR recognition, and checked the efficiency of the two.
Also, the authors conducted a field survey of Bookshare, U.S., the National Library of France, and the 
International Telecommunication Union (Geneva), acquiring information on the systems and policies 
established to improve accessibility of digital books.

研究分野：社会学、支援工学、障害者政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)視覚障害者の読書の現状 
 日本の視覚障害者の読書は点字図書館、公
共図書館、ボランティアグループにより支え
られてきた。これらの点訳図書・音訳図書は
従来は郵送貸し出しにより利用され、近年は
デジタル化されて、オンライン電子図書館の
視覚障害者総合情報ネットワーク・サピエか
らダウンロードして読むこともできる。しか
し、蔵書は娯楽書中心で、必要な本・読みた
い本がすべてあるという状況からは程遠い。 
 
(2)改正著作権法 
 平成 22年に施行された改正著作権法の第
37条 3項によって、点字図書館や公共図書館
等政令で定められた者が、著作権者の許諾な
しに書籍の電子テキスト化を行い、視覚障害
者その他視覚による表現の認識に障害のある
者に向けて公衆送信することが可能になった。
テキスト DAISYというフォーマットでサー
ビスが始まっている。ただし年間の製作数、
蔵書数はまだわずかである。 
 
(3)OCRによる「自炊」 
 今日出版社はほぼ 100％印刷会社への電子
データ入稿を行っているが、出版社に電子デ
ータの提供を義務づけるような法制度はない。
折しもスキャナと OCRソフトの低価格化に
より、OCRによる電子化いわゆる「自炊」を
行う視覚障害者も増えてきた。ただし、校正
作業は自分ではできないため、OCRの誤認識
と音声合成ソフト(TTS)の誤読を許容しつつ
読書している。 
 なお現行制度において「自炊」は著作権法
第 30条が認める私的使用のための複製に当
たる。ただし個々が「自炊」した本を共同利
用するのは私的複製を越え違法となる。この
点は視覚障害者も同じである。「共同自炊」の
適法性を担保するには、著作権法 37条のい
う政令で定められた者がサービスの主体とな
る必要がある。 
 
(4)電子書籍をとりまく制度的環境 
 紙の書籍とは異なり電子書籍にはユニバー
サルデザインの大いなる可能性がある。実際、
Amazonの Kindle電子書籍は、iOSおよび
Android用のKindleアプリケーションがOS
のアクセシビリティ機能に対応していること
で、視覚障害者にとってもアクセシブルにな
っている。今後視覚障害者の読書環境はアク
セシブルな電子書籍により劇的に改善される
と期待できる。しかし日本の書籍出版は依然
紙が主流であり、しかも、過去の出版物が電
子化されることはごくまれなはずだから、「共
同自炊」という次善策は、現状はもちろん将
来とも意義を失わない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、視覚障害当事者の「共同

自炊」型オンライン電子図書館を実現するた
めの制度的、社会的条件と技術的課題を明ら
かにすることである。このモデルが機能する
ためには参加者の継続的なコミットメントと
インセンティブが必要であり、それらを確保
するために最も有効な方法を、実証実験に基
づいて検証する。本研究は、当事者中心の共
同作業により読書のアクセシビリティを高め
るための方法を実証実験等により提示するこ
とをめざすものである。 
 
３．研究の方法 
 平成 24 年度から 26 年度の 3年間、共同自
炊型電子図書館の実証実験を行う。ユーザビ
リティを高めるため、クラウドストレージの
活用、OCR 誤認識自動修正機能、目次と見出
しの校正、能動的読書のためのプレイヤ等を
提供する。また、国内外の書籍、電子書籍の
アクセシビリティを推進する活動、制度、政
策を調査する。 
 
(1) 視覚障害当事者による「共同自炊」型電
子図書館の実証実験 
 著作権法第 37 条のいう政令で定められた
団体の協力を得て、年間 50 名程度の参加者を
募集し、「共同自炊」の実証実験を行う。各年
度末に参加者へのヒアリングを行い、参加者
の視点からの「共同自炊」の課題を抽出する。 
 
(2) 国内外の書籍、電子書籍のアクセシビリ
ティを推進する活動、制度、政策の調査 
とくに米国の「共同自炊」型電子図書館

Bookshareの 10 年の活動の歴史を追い、米
国の著作権法、障害者リハビリテーション法、
障害児教育法などの制度的環境のなかで、ど
のように進化し変化してきたのか、
Bookshareの組織、運営、サービス、活動戦
略等について分析する。 
 
(3) DAISY図書の音声および点字ディスプレ
イによる能動的読書を可能にする読書プレイ
ヤの有効性に関する実証実験 
音声出力による能動的読書のためのユーザ
インタフェイスの設計とプレイヤの実装を行
い、その有効性を評価する。 
 
(4) 電子図書館の連携についての研究 
 図書館におけるアクセシブルな電子資料提
供サービスの現状と課題について調査し、国
立国会図書館、点字図書館、公共図書館等、
社会的使命を担う多様な組織の間での電子図
書館の連携について検討し政策提言を行う。 
 
(5) 日本語コーパスと形態素解析による
OCR誤認識補正技術導入の有効性の実証実
験 

OCR誤認識自動修正プログラムを試作し、
その性能を測定し有効性を評価する。 
 



４．研究成果 

(1) 視覚障害当事者による「共同自炊」型電
子図書館の実証実験 
①実証実験の概要 

3年間継続的に「共同自炊型電子図書館」
実証実験を行った。電動カッターによる本の
裁断、ドキュメントスキャナによる画像化、
OCRによるテキスト化、目次と見出しの校正、
Dropboxというクラウドストレージを使っ
たファイル共有の作業を実験協力 NPOに委
託した。NPOは視覚障害者等情報提供施設
としての認定を文化庁長官から得ており、参
加者はこの NPOの会員となることで、法に
則ったかたちでテキストデータ提供を行った。 

3年間で計約 100名の視覚障害当事者が参
加した。年度別のテキスト化冊数と参加者数
は以下の通りである。 

 
（表１）年度別冊数と参加者数 *1*2 

年度 冊数 
一か月当り

の冊数 
参加者数 

24年度 338冊 42.3冊 59人 

25年度 433冊 36.1冊 80人 

26年度 281冊 23.4冊 62人 

合計 1052冊 - - 

*1 ただし、研究者である石川の提供した冊
数をのぞく。 
*2 平成 24年度の実施期間は、24年 8月～
25年 3月。 
 
上記の表からわかるとおり、提供された冊
数は大幅に減少した。26年度の一か月あたり
のテキスト化冊数は、24年度比およそ 45％
減となった。 
 
②参加者の特徴 
参加者のデモグラフィックな特徴：参加者
の平均年齢は約 44歳で、30代・40代が過半
数を占めた。点字図書館や、サピエ等の利用
者に比べ、平均年齢は圧倒的に若い。また有
職率、専門職従事率、年収も高い。また参加
者は男性に偏った。 
 
③アンケート調査結果 
毎年度末に、参加者に対するアンケート調
査を実施した。調査結果の概要は以下のとお
りである。 
・プロジェクト満足度 
毎年 6割から 7割程度の回答者が、「とて
も満足」または「満足」と回答した。また最
終年度には、8割以上の回答者が、実証実験
終了後もプロジェクトへの継続参加を「希望
する」と回答した。提供冊数はかなり減少し
たものの、満足度の高さや継続希望者の多さ
を見ると、プロジェクトへのニーズは相変わ
らず高いことがわかる。 

 
・OCR認識精度に対する参加者の評価 
以下のグラフに示すように、おおむね読書
が困難なレベルではないという評価だった。 

 
（グラフ１）OCR認識精度評価 *3 

 
（H24年度の評価） 
1:とても良い、2:良い、3:普通、4:悪い、5:
とても悪い 
（H25年度・26年度の評価） 
1:精度が高く、読書する上で全く問題ない 
2:認識ミスが見られるが、読書に支障のある
レベルではない 
3:認識ミスが多いが、読書することは可能な
レベル 
4:認識ミスが多く、読書する上で支障が出る
レベル 
5:認識ミスのため読書に支障があり、この書
籍の読書を中止した 
 
*3 具体的な書籍を挙げ、その書籍に対する
評価。 
 
・共同校正 
積極的に校正を行った人は少なかった。た
だし、熱心な一部の人々は積極的に校正を行
っていた。 
 
・一冊あたりの支払可能な額 
今後運用するにあたり支払可能な金額を聞
いた設問では、9割以上の回答者が、いくら
か負担しても良いと回答した（平成 26年度
のアンケート調査）。一冊につき支払可能な額
の回答は下表のとおりである。 
 
（表２）一冊につき支払可能な額 

１．負担したくない 4人 7.7% 

２．100円なら支払う 10人 19.2% 

３．300円までなら支払う 19人 36.5% 

４．500円までなら支払う 14人 26.9% 

５．500円以上 5人 9.6% 

計 52人 - 
 
 
 



(2) 国内外の書籍、電子書籍のアクセシビリ
ティを推進するための活動、制度、政策の調
査 
 国内外で以下の調査を行った。得られた知
見については多様かつ多岐に渡るためここで
は個別に言及する事ができないが、発表論文
等にまとめている。 
 
①Bookshareの調査 

Bookshareの１０年の活動と発展の変遷
について公表されている論文等から調査した。
法人の設立者であり代表者である Jim 
Fruchterman氏に聞き取り調査を実施した。 

 
②米国のアクセシビリティに関わる法制度の
調査 
改正ADA、IDEA（障害者教育法）、21VCAA
等米国のプリントディスアビリティを有する
人々の書籍へのアクセスを推進することに資
する法制度、政策について調査を実施した。 

 
③フランス 現地調査 
 フランスの国立図書館が行っている書籍の
デジタイズとその音声読み上げサービスにつ
いて現地調査を実施した。 
 OECDのアクセシビリティ政策の現状に
ついて現地調査を実施した。 
 パリ大学、福祉団体等が提供する障害者向
け電子図書館サービスのシステム、変遷につ
いて現地調査を実施した。 
 EU諸国の大学等からなるアクセシビリテ
ィ関連学会の年次大会に参加し、視覚障害等
に係るアクセシビリティの国際連携について
現地調査を実施した。 
 
④ジュネーブ ヒアリング調査 
 ジュネーブの国際電気通信連合において、
インター・オペラビリティをテーマとして、
国連関係者等を対象に、EU等におけるアク
セシビリティと権利処理に関する調査を実施
した。 
 ジュネーブの障害者向け福祉団体において、
国際共同電子図書サービスの現状及び著作権
条約上の取扱いについて現地調査を実施した。 
 
⑤国内の電子書籍 
 国内では、Kindleストアと Koboストアに
ついて調査を行い、iOSおよび Android向け
アプリケーションでアクセシビリティに対応
していること、ただし見出し移動などのウェ
ブアクセシビリティでは基本要件となってい
る機能が実装されていないことなどの知見を
得た。 
 
(3) DAISY図書の音声および点字ディスプレ
イによる能動的読書を可能にする読書プレイ
ヤの有効性に関する実証実験 
 既存のすべての DAISYプレイヤは音楽再
生を想起させる連続読み上げ、ポーズ、停止
に加えて見出しジャンプ機能を有する。しか

し、音声による能動的読書＝精読には段落単
位での読み上げと連続読み上げ、さらには拾
い読み（スキムリーディング）機能を自由に
切り替えられるナビゲーション機能をプレイ
ヤに実装する必要がある。このうち段落を１
単位として読む読書は段落を一つの意味の塊
として理解し、段落と段落の関係を理解しつ
つ読み進めていくために必須の機能である。 
マークダウンと呼ばれる簡易マークアップ
によりテキストファイルに見出しを挿入する
とともに、マークダウンを用いた見出し移動
機能を組み込んだ読書アプリケーションを作
成し、その有効性を評価した。簡易マークダ
ウンを挿入したテキストファイルを読み込む
と、ホットキーで見出し移動できるように拙
作のフリーソフトウェアのAltairを改良し利
用者に提供した。 
 25年度からは、最小限の人的支援により読
書者の満足度がどの程度上昇するのかを調べ
るために、目次と見出しを手動で校正するよ
うにした。 
 平成 26年度のアンケート調査では、8割以
上の回答者が目次と見出しが校正されている
メリットは大きいと答えた。見出し校正のメ
リットは大きいと答えた人のうち約 6割は、
目次と見出しの校正に追加的な支払を行って
も良いと回答した。 
 
(4)電子図書館の連携についての研究 
図書館におけるアクセシブルな電子資料提
供サービスの現状と課題について調査した。 

 
①ボーンデジタルの電子資料 
電子ジャーナルの普及により、テキスト付
きPDFやHTMLで論文のテキストデータを
取り出しやすくなった。しかし、公共図書館
や大学図書館での日本語の電子書籍サービス
については、ウェブアクセシビリティやビュ
ーアの問題もふくめて課題は大きい。ただし、
2016年の障害者差別解消法施行を見据えて、
一部の電子図書館サービス事業者がアクセシ
ビリティ向上の実証実験を開始しており、今
後の進展が期待される。 

 
②デジタル方式の複製データ提供 
障害者を対象とした複製物の所蔵および作
成状況について、公表された調査報告書や先
行研究等にもとづき検討した。公共図書館で
は冊子体の点字図書やカセット・テープでの
録音図書と比べると、DAISY等のデジタルデ
ータで複製物を所蔵している館が少ない。特
にカセット・テープ録音図書の DAISY転換
の遅れが指摘されている。ただし、2014年 1
月から国立国会図書館が公共図書館を対象に
「視覚障害者等用データの収集および送信サ
ービス」を開始しており今後の展開が注目さ
れる。国立国会図書館では画像データに複製
された所蔵資料のテキストデータ化について、
実証実験等が行われてきている。未校正デー
タ配信の検討や、日本点字図書館等との「ア



クセシブルな電子書籍製作実験プロジェク
ト」による校正の効率化にむけた実証実験を
行っている。また、「国会図書館サーチ 障害
者向け資料検索」でサピエ図書館データベー
スを統合し、メタデータ検索だけでなくコン
テンツダウンロードも可能にするなど、大き
な進展がみられる。大学図書館については、
スピーディな未校正データの提供や、コース
ツールを活用したテキストデータ配信などを
含む、立命館大学図書館の取り組みが特筆さ
れる。 
 
(5) 日本語コーパスと形態素解析による
OCR誤認識補正技術の有効性の実証実験 
 OCRソフトによるテキスト化では、平均で
およそ 1%の誤認識が発生した。国立国語研
究所のコーパスを用いて、誤り補正を行うソ
フトウェアを開発し、その誤認識補正性能を
評価した。 
 市販 OCRソフトウェアは、誤認識の自動
修正に言語解析を利用することに消極的であ
る。だがそれが効果的であることは、OCRソ
フトウェアの誤認識の特徴を見れば明らかで
ある。とくに自分では修正が難しい視覚障害
当事者による「自炊」では踏み込んだ誤認識
の自動修正が必要である。 
そこで国立国語研究所の「現代日本語書き
言葉均衡コーパス」を利用して OCR誤認識
自動修正プログラムを試作した。これを用い
て、OCR誤認識修正性能を測定し、有効性を
評価した。 
誤りを自動推定した箇所と、誤りを正しく
補正した件数は次の通りだった。 
 
（表３）自動修正プログラムによる誤りの件
数と正しく補正した件数 

 自動推定

した誤り

の件数 

正しく補

正した件

数 

正しく補

正した割

合 

データ１ 242件 134件 55.40% 

データ２ 270件 27件 10.00% 

データ３ 113件 29件 25.70% 

データ４ 333件 68件 20.40% 

 
 今後ソフトウェアの改良を進めると共に、
より詳細な分析を行っていく。 
 
(6)結論 

OCR誤認識の校正なし（目次と見出しは校
正）で最速でテキスト化する「共同自炊型電
子図書館」に対する実験参加者の満足度は高
い。また実証実験終了後のサービス継続を望
む要望も強い。 
一方でテキスト化された書籍数は年度ごと
に減少した。とくに最終年度の減少は顕著で
あった。その理由を知る質問をアンケートに

加えたが、Kindle電子書籍による読書が増え
たというわけでもなく、新しい選択肢ができ
たためでもなく、理由は特定できなかった。
あえて推測するならば、当初の読書への渇望
がある程度満たされ落ち着いたためかもしれ
ない。 
いずれにしてもさらなる調査が必要である
こと、参加者からの強い要望があることから、
本実証実験を平成２７年度も継続することと
し、聞き取り調査等を実施し、研究をさらに
深める。 
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